
ドイモイ政策下ベ トナムにおける労使関係の一局面:

1994年 労働法制定 に対す るベ トナム労働総連合 の論理 と行動

藤倉哲郎

1.課 題設 定 と前提 事項 の整 理

1.1.時 代背景と課題設定

1990年 代のベ トナムでは、 ドイモイ政策 の進

展 とともに多 くの法律が制定 された。市場経済

化 に伴 う法制面の改革は、 これまで共産党や政

府機関の決定や指示によって社会を統治 してき

たのに代 えて、国会での審議 を経て一般性 を付

与 された法律に基づ く、法治体制を整 える意味

があった。本稿 で扱 う1994年 労働法の制定も、

これまで国家が行政的に管理 していた労使 関係

を、法律に基づ く労使当事者 間の領域 として開

放 し、国家はあ くまで法律の範囲内で労使 関係

を調整す るとい う、市場=自 由主義的な管理方

式への根本 的な改変を意味 していた(1)。

他方、労使関係における一方の主体である労

働組合については、共産党の指導下で活動 して

きた長い歴史を持 ち、唯一の全国中央組織 であ

る、ベ トナ ム労働総連 合(the Vietnam General

Confederation of Labour、 以 下VGCL)と 、 そ の

傘 下の労働組合が存在 していた。これ らの労働

組合は、労働者 の権利利益擁護、福利 向上を図

るのみならず、国家の生産 目標へ労働者 を動員

しっっ、生産管理に労働者 を代表 して参加す る

ことで、生産活動における民主性 の実現 を期待

されてきた、社会主義的労働組合である。現在、

ベ トナムにおいて、労働組合 の自主設立は事実

上認 め られ て お らず 、共産 党指 導 下 に あ る

VGCL傘 下の労働組合だけが法認 されている。

労使 関係 の法的枠組みの設定 を図った1994年

労働法制定は、こ うした、市場経済化 に伴 う市

場=自 由主義的な法制度確立 とい う流れ と、労

働組合の社会主義的特殊1生を維持 しようとする

流れ との狭 間に位置 していた。斉藤[2007]は 、

法学研究の視点か ら、ベ トナムの労働組合の特

殊 な法的位置づけに起因す る、現行労働紛争解

決 システムの機能不全を明 らかに してい る。斉

藤 は、VGCL傘 下の 労働 組 合 しか法認 しない

「唯一代表性 」 と、組合員か否 かを問わず、す

べての労働者の権利 をVGCL傘 下の労働組合が

代表す るとする 「一般代表性」 とい う法理論が、

ベ トナムの現状 に合 っていない と主張 している。

筆者 も、基本的に斉藤の分析 に同意す るが、本

稿 は、斉藤 の法学的分析 に対 して、 このように

矛盾をはらむ現行労働法の政策論的背景を明 ら

かにす ることを 目指 してい る。

但 し、本稿は課題 を限定 し、同法制定過程へ

のVGCLの 関与の側面か ら分析す る。 その理由

は、史料的制約 を除けば、主に次の二点にある。

第一 に、同法制定の時期は、VGCLが 、労働組

合 の組織 と活動の刷新を模索 し、新たな方針を

決定 した時期にあた り、労働法制定へ のVGCL

の関与は、新たな方針のテス トケースであった

か らである(2)。また、近年、1994年 制定法 を基

礎 とす る現行労働法 の抜本的改正が試み られて

いるが、労働組合の規定をめぐる意見対立によ

り延期 されている。 したがって、第二に、1994

年労働法制定時以来続 く現在 の論争を理解する

上で、同法制定過程におけるVGCLの 主張 と行

動を改めてお さえてお く必要があるか らである。

なお、労働組合の 「唯一代表性」、 「一般代表
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性」は、1994年 労働法に先立つ、1990年 労働組

合法の中ですでに盛込まれていた。 しかし、初

期 の国営企業改革 と並行 して進め られた労働組

合法改正において、議論 が集 中したのは、国営

企業改革に伴って強化が図られていた経営主の

権 限と、生産管理に対する労働組合の関与権限

との兼合いであった(3)。

これに対 して、1994年 労働法は、外資企業 も

含 めた民間企業の本格的展開が視野に入れ られ

た時期に着手 され、市場主義的な労働法制 、す

なわち 自由な労働契約を前提 とする契約当事者

間の権利保 障 ・紛争処理のための法的枠組みの

確立を図ったものである。そのため、 ドイモイ

後の労働法制において、既存の労働組合 を市場

経済化 の中でどのように位置付けるかが本格的

に問題 になったのは、1994年 労働法制定の際で

ある。

以下、本稿は、1994年 労働法制定に際 して、

VGCLと その傘下の労働組合が、 どの ような見

解 を持ち、 どのよ うに同法制定に関与 したかを

分析することで、ベ トナムの労働法制における

現在の問題点の、政策論的起源 を明らかにす る。

なお、本稿で用いた内部資料は、VGCL本 部資

料 室に保 管 されてい る労働 法制定関連の資料

(草案 ・報告書 ・意見書な ど)である。

1.2.労 働法制定へのVGCLの 関与の枠組み

まずVGCLは 、1990年7月 に政府 によ り設置

された労働法起草委員会(以下起草委員会)を 通

じて、草案起草当初から労働法制定に関わって

いた。 同委員会は、政府機関である労働傷兵社

会省 の大臣を長 とした他、司法大臣、VGCL副

議長(組 織内No.2)を 委員 としていた。但 し、起

草委員会内部で実際の起草作業にあたっていた

のは、労働傷兵社会省、司法省 、VGCLの 三っ

の機関から派遣 された委員で構成 される専門班

(約15名)だ った。VGCLは 、 自身 の経済社会 政

策委員会か ら3名 の委員を派遣 していた(VGCL
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[1993.8.2])o

VGCLは 、上記の よ うに起草委員会 とその専

門班を通 じて、労働法制定に関わっていたが、

内部文書のや り取 りを見る限 り、起草委員会で

のイニシアティブは、労働傷兵社会省 が握 って

いた とみ られ る。起草委員会へのVGCLの 参加

は、労働傷兵社会省が草案へ の意見を関係機関

か ら聴取す る際の、労働組合側窓 口としての性

格 が強かった。草案は起草の都度VGCLに 送付

され、VGCLは 、傘下の労働組合 を含 めた内部

での意見取 りま とめを行 った。その後、VGCL

書記局(後 に議長団)が、起草委員会又は政府に

意見書を提 出す るとい う形を とっていた。労働

法制定過程 に、国会常務委員会(4)が加 わるよ う

になると、VGCLの 意見書 は、同委員会へ も送

付 され るようになる。

VGCLは 起草委員会を通 じた関与の他、 自ら

の機関紙 ラオ ドンに主張を掲載す る形で も、労

働法制定に関与 していた。なお、ベ トナムでは

新聞の 自由発行 は認 められてお らず、いずれの

新聞 も、共産党や国家機 関、又は青年団や婦人

会などの大衆団体の機 関紙の形を とっている。

またVGCL内 部 では、経済社会政策委員会が、

労働法制定への関与に責任を負っていた。 同委

員会は、VGGL本 部 の部局の一つである。同委

員会副委員長の トゥ ・レーが、起草委員会専門

班に派遣 されていた。傘下の労働組合 を含 めた

VGCL内 部 では、同委員会が、労働組合 の幹部

らを集 めて研究会や意見聴取の場 を設 け、その

報告や、草案への提言を、VGCL書 記局(後 に議

長団)へ と上げていた。

1.3.VGCLが 労働法制定に際 して問題 にした主

な論点

労働法制定過程でVGCLが 問題 にした主な論

点を大別す ると、1)労 働組合の代表権、2)労

働組合の権限、3)ス トライキ権、4)労 働者の

権利及び義務の四点があった。本稿では、前の



二つ を扱 うことにする(5)。

労働組合 の代表権 とは、国 レベル又は職場単

位 で、誰が労働者の権利利益を代表するのかと

い う論点である。本稿では、ス ト権行使の際に

誰 が労働者 を代表するか とい う論点 も、 ここに

含 めて扱 う。他方、労働組合 の権限とは、労働

者 の権利利益に関連す る諸事項の決定に際 して、

労働組合が どのよ うに関与するのかとい う問題

である。前者が労働者を代表す る主体の所在の

問題であ り、後者は労働者の権利利益を擁i護す

るための手段の問題 である。

両論点については、労働法に先立って制定 さ

れている1990年 労働組合法の規定 との整合性 も

問題 となった。1990年 労働組合法 は、事実 上

VGCL参 加 の労働組合のみを合法的な労働組合

と指定 し(「唯一代表性」)、VGCLを 労働 政策の

策定 と施行 における政府機関 と対等な協力主体

として扱っていた。 また、職場単位では、労働

契約の破棄に際 しての労働組合による規制や、

非組合員の権利利益 をも労働組合が代表す るこ

と(「一般代表性」)などを規定 していたのである。

労働法制定に際 しては、これ らの労働組合 の代

表権、労働組合の権 限を、市場経済化 を前提条

件 とした労働法制において、 どのよ うに規定す

るかが、クリティカルな争点 となったのである。

1.4.時 期区分

本稿では、各草案 の特徴、VGCLの 対応 を指

標 に、労働法成立までの4年 間を次の三っの時

期 に分 けて論 じる。第1期 は1992年5Aの 第1

次草案の起草 を受けて、VGCLが 労働法草案に

対す る原則 的立場 を表明 した段階である。第2

期 は、1993年12月 の国会第4会 期に向けて、新

たな草案 の起草が相次いだ時期 であ り、VGCL

が1993年7Hの 第5次 草案に対する見解か ら、

1993年12月 の国会開会直前に姿勢を転換す る段

階である。第3期 は、前年に成立が延期 された

労働法を、1994年5～6月 の国会で成立 させ る

べく、大詰 めの議論が交わ された時期である。

この段階で、VGCLは 、大衆討議の機i会を利用

して、 自身 の主張をラオ ドン紙上で展 開しつつ、

国会第5会 期に臨んだ。

Il.第1期(1990～1992年)=初 期 草 案 の 起

草 とVGCLの 原 則 的立場 の表 明

II.1.第1次 草案の特徴

1992年5月 に起草 された第1次 草案(6)は、ま

ず、職場で労働者を代表す る権利 について、労

働組合の組織状況に応 じて、三つの場合を規定

していた。一つは労働組合が職場の過半数の労

働者を組織 してい る場合 には、組合がその職場

の労働者を代表す る。また、労働組合 が過半数

の労働者を組織 していない場合には、組合が労

働者を代表するが、労働者は組合員以外の若干

名 の代表者 を補 充選 出す ることができる(以下

組合外代表)。 さらに、労働組合 が未設立の場

合、地方労働行政機 関の指導下に、労働者 自身

が、労働者代表委員会を選出することができる。

同委員会は、労働組合が設立され るまでの問、

組合に代わって労働者の権利利益 を代表す る。

このような規定に伴い、労働協約の交渉や、後

述する労働組合の権限に係 る諸条項においては、

労働組合 と労働者代表委員会が併記 されていた。

また同草案では、労働者のス ト権を認めてい

たが、ス トを労働者 の全 く自主的な権利行使 と

みなししていた点が特徴で、ス ト権行使の際の

労働組合の役割 に関する規定はなかった。

上記の ように、第1次 草案では、既存の労働

組合以外に、労働者が独 自の代表 を選 出す る余

地があった。但 し、前述の1990年 労働組合法に

基づ くことが労働組合設立の条件であ り、また、

組合外代表 の選 出には既存の労働組合 が関与す

ること、 さらに労働者代表委員会の設立は地方

労働行政機 関の指導下に行われる点な ど、労働

者 の完全に 自由な団結権 は注意深 く退 けられて

いた。
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しか し、完全に自由な団結権が注意深 く退け

られていた とはい え、同草案 には、既存の労働

組合の独 占的な代表権を相対化 し、労働者 の主

体性を重視す る特徴 が確認できる。ス ト権 のほ

か、企業内の自主管理組織への代表を、労働者

が労働組合や労働者代表委員会の内外から選出

する権利や、その代表の罷免権が労働者のみに

あるとす る規定などである。

他方で、草案は、労働組合 の権限について、

次のように していた。草案は、使用者 による労

働契約破棄、政府による法定最低賃金決定など、

労働問題に関する幅広い事項において、労働組

合 の関与 を規定 していた。 これ らの決定 を政府

や使用者が行 う際、予め労働組合から意見を聴

取 した り、施策の実施に際 して労働組合 と協力

した りす るとい うものである。 この内、使用者

による労働契約破棄については、経済セ クター

別 に規定 を分け、民間企業においては労働組合

の意見を参考にす ること、国営企業においては

労働組合 と意見が一致することを、それぞれ使

用者による労働契約破棄の要件 とし、国営企業

によ り強い規制が掛けられていた。

これ ら労働組合の権限に関わる規定は、労働

組合が労働者の権利利益に関わる問題全般 に関

与す るとい う、 ドイモイ以前からの理念の延長

でもある。市場経済化 とい う条件のもとで、こ

れ らの労働組合の権 限を どう扱 うかが、論点に

なっていた。なお、国レベル の労働政策に関与

する労働側 の主体は、必ず しも労働組合ではな

く、「労働者の代表」又は 「労働者の代表組織」

と表現 される場合 もあった。

ll.2.第1期 にお けるVGCLの 対 応:原 則 的立 場

の表 明

ll.2.(1).VGCLか ら の最初 の意 見表 明

VGCLは 、 第1次 草 案 に つ い て、1992年7A

ま で に 、傘 下の組合 幹 部 、労働者 か らの意 見聴

取 を行 った うえで、VGCLと して の考 え をま と
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めた(VGCL[1992.7.9,1992.7.23])。

その 中でVGCLは 、市場経済化 に対応す るた

めに、早急 に労働法 を成立 させ る必要性を強調

しつつ、あるべき労働法の基本理念を次のよ う

に述べた。すなわち、市場経済化 によって、 こ

れまで国営企業に限定 されていたもの とは異な

る労使 関係が出現 し搾取が行われることになる

が、そこでの労働法 の役割は労働者擁i護になけ

ればな らない。労働者 と使用者が対等 とい うこ

とはあ りえず、社会主義国かつ労働者 の国家で

あるベ トナムの労働法であることを踏 まえなけ

ればな らない とい うものであった。以下、労働

組合の代表権 と権限 について、第1期 のVGCL

の基本的な考え方を整理す る。

II.2.(2).第1次 草案に対するVGCLの 意見

まず、労働組合 の代表権 について、VGCLは

次のように主張 していた。共産党が労働組合の

複数制 を認 めていない以上、労働者を代表する

組織は、VGCLの 規約 によって設立 され る労働

組合だけである。また この労働組合は、共産党

指導下の政治社会組織であるとい う原則を、一

貫 させ なければな らない。 さらに この原則 は

1990年 労働組合法においてすでに確認 されてい

るとした。他方で、民主主義 の観点か ら、労働

者 を結集 させる形態 を多様化 させ ること、労働

組合に参加する労働者の 自主性を尊重す ること

は、貫徹すべきも う一つの原則であるとも主張

していた。

上記の基本原則を踏まえ、草案の具体的内容

について、次のよ うに述べていた。まず職場内

での労働組合の代表権は、組織率を決定的な要

件 には しない こと。但 し労働者の多数 を組織で

きていない場合 には、権利利益に関す る議論へ

の労働者の参加 を促すために、非組合員の代表

を補充選出させ る機会を、その職場の労働組合

が設ける。 また労働組合が未設立の場合には、

労働組合の上部組織又は労働行政機関の指導下



に、労働者 自らが代表委員会を選出することが

できるとした。そ して、職場外では、VGCL傘

下の労働組合の上部組織のみが労働者 を代表す

る資格 があるとし、複数 の労働者代表委員会が

集 まって独 自の上部組織を設立する可能性 を否

定 した。

この代表権に関する主張は、組織率によって

労働組 合の代表権が左右 され るこ とを避 け、

VGCL傘 下の労働組合の代表権を例外な く確保

しなが ら、同時に労働組合の管理下で労働者に

一定の 自主性を認めよ うとしたものとい える。

そ して、 これ らの代表権に関す る原則 に基づき、

VGCLは 、今後の草案修正 に際 して、次の三点

に留意すべきと提起 した。第一に労働組合 の代

表 としての役割 を明確にす る、第二に1990年 労

働組合法にすでに規定 されている内容 は不要な

ので草案か ら削除する、第三に労働者代表委員

会が労働組合 と競合 しない ようその位置づけを

明確にす ることである。 なお、ス ト権行使 の際

の労働者の代表権について言及はなかった。

他方で、労働組合 の権限についてVGCLは 、

草案が1990年 労働組合法の原則 を発展 させ た内

容 になっているとして、歓迎 していた。 この時

点では、 当該部分の 「労働者 の代表」や 「労働

者 の代表組織」 といった表現は、問題 にされて

いなかった。

III.第2期(1993年):新 た な 草 案 の 起 草 と

VGCLの 姿勢転 換

III.1.立法スケジュールと第5次 草案の特徴

1992年9Hま でに、関係機 関において、労働

法草案に対す る最初の意見集約が一巡 した。 こ

れ を受 けて 国会 は、12.月に、1993年 立法 スケ

ジュール を議決 し、労働法の成立時期 を、1993

年後半の第4会 期 とした。その後、1993年2H

に第3次 、3.月 に第4次 、 さらに7月 に第5次

草案が起草 された(7)。本稿 での論点について、

主な議論は第5次 案 を念頭に進め られているの

で、第5次 案について、以下その特徴 を整理す

る。

まず、労働組合の代表権について、第1次 草

案 と同様、労働組合 の組織状況に応 じて規定を

分けてい る。但 し、組合外代表について、第1

次草案が、労働組合が職場で過半数の労働者を

組織 していない場合 と していたの に対 して、

「多数 を占めていない場合」 と変更 し、組織率

を決 定 的な基 準 にす るべ き では ない とい う

VGCLの 意 見に近づいた。 また、組合外代表の

人数を制限 し、合法的な組合外代表の要件 とし

て労働組合 の上部組織の承認 を加 えた。 この よ

うに職場内の労働組合の代表権を強化 し、また

組合外代表が必要な場合で も、労働組合の上部

組織か らの指導が行 えるよ うに改められた。

また、労働組合未設立の場合の労働者代表委

員会設立や、労働組合の権限を定めた諸条項に

おいて、労働者代表委員会が労働組合 と並列 さ

れていることは、第1次 草案 と同様だが、労働

者代表委員会の設立に、地方労働行政機関の承

認が必要 との規定が加わった。

さらに、第1次 草案において労働者 の主体性

重視を特徴付けていた諸条項 は削除 された。す

なわち、職場内の 自主管理組織への代表を、労

働者が労働組合や労働者代表委員会の内外か ら

選 出す る権利な どが削除 された。

他方で、ス ト権 と労働組合 との関係では、ス

ト権行使を決定す る主体 として、労働者集団の

他 に労働組合が加わるものの、労働者集団と労

働組合の関係は規定されてお らず、ス ト権行使

における労働者の主体性が引き続 き認 められて

いた。

このよ うに労働組合の代表権について、労働

者 の主体性 を重視す る第1次 草案の特徴は、ス

ト権に関連する規定を除き大きく後退 し、他方、

労働者の 自由な団結権を制限することになる規

定が より周到に加わった。

次に第二の論点である労働組合の権 限につい
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て見てお きたい。使用者 による労働契約破棄に

際 して、第1次 草案 では経済セ クター別に規定

を分けていたが、第5次 草案 までの修正では、

経済セクター別 の規定を統一 し、使用者は労働

契約破棄に際して、労働組合 と意見交換 し、両

者 の意見が不一致の場合には、使用者 が最終的

な決定権 を持つ一方、労働組合は労使紛争解決

機 関に訴 える権利 を持つ と修正 された。

また、法定最賃な どの国レベルの政策決定に

際 しての労働組合の役割 は削除され、両政策へ

労働組合が関与す る余地を退け、行政機関が専

一的に管理す る領域 とした
。他方で、職場 内の

労働組合の権限は、一部強化 されている。例え

ば、懲戒処分決定までの労働者の処遇 について

は、労働組合の意見を参考に決定 しなければな

らない と加 えられた。

労働組合 の権限に関する起草委員会の意 図は

不明だが、市場経済化路線 を前提に、企業の経

営 自主権に対する規制をできるだけ排除 したい

とい う方向性 と、労働者 の権利利益に関わる事

柄 には制度 的な規制を盛 り込みたい とい う方向

性 が、せめぎ合っていたもの と考えられ る。

III.2.第5次 草案に対す るVGCLの 対応:8.18意

見書の提出

VGCLは 、第5次 草案 に対す る意見書を、8

.月18日付のVGCL書 記局か ら政府宛ての文書(以

下8.18意 見書、VGCL[1993.8.18])と して作成 し

ている。以下、この意見書の内容を整理 ・検討

する。

8.18意 見書では、労働組合員が多数を 占めて

いない職場での組合外代表の選出 と、労働組合

が未設立の職場での労働者代表委員会の設立 と

い う草案の規定について、草案の趣 旨が、労働

組合の結集形態を拡大 し、労働者 の自主性 を尊

重す ることで、民主性を拡大す ることにあると

して、草案 を基本的に支持すると述べている。

しかし、意見書は、労働組合 がある職場での組

26

合外代表 の選出 とい う方策 について、VGCL内

でもなお意見が分かれてい るとし、二つの選択

肢をあげてい る。 一つは、草案 に合わせて、

1990年 労働組合法を改正す る。 もう一つは、組

織率に関わ らず労働組合の代表権 を認 めつつ、

組合は、非組合員が 自らの代表を補充選出する

機会を設ける。但 しその補充代表の人数には制

限を掛 け、かつ組合 の上部組織が承認 しなけれ

ばならない、 とい うものである。意見書は、後

者 の案であれば、労働組合の代表権を損なわせ

ずに、民主性の拡大も実現できるとして推 しつ

つ、前者の案でも受 け入れ られ るとした。

上記の提案については、やや複雑な理解が必

要である。 ここで意見書が提案 している二つめ

(組合外代表 を補 充選 出す る機会 を職場の労働

組合 が設 ける)は、第5次 草案 にすで に盛 り込

まれてい るか らである。 さらにこれ以降大きな

修正が行 われない同条項について、VGCL側 は、

8.18意 見書以降 も、必要な修正がなされ ていな

い と繰 り返 し草案の修正を要求 していた。そ こ

で次のよ うに理解す ると整合的になる。

まずVGCLの 意見は、労働 法に組合外代表の

規定を入れ るな らば、1990年 労働組合法の改正

が必要であることを前提 とす る。第一の提案は、

草案の組合外代表の規定を容認 し、それに合わ

せて労働組合法を改正す るとい うものである。

他方、第二の提案は、労働組合法の改正を必要

とする組合外代表の規定は、労働法に盛 り込ま

ない。そ して、組合外代表は、労働法ではなく、

VGCL傘 下の各労働組合 の組織内民主主義の問

題 として捉 えるのである。組合外代表 の人数制

限は、あくまで組織 内問題 として組合外代表の

仕組を運用する際の指針である、 とい う理解で

あ る。組合外代表 の問題 を法律 事項 にせず、

VGCL傘 下の各労働組合が組織内民主化 の問題

として 自主的に解決すべきものとして、組織内

部に閉 じ込 める考えである。 このよ うな考えは、

後述 の 「12.2文書」以 降に明確 になるが、8.18



意見書の不可解 な部分を理解す るには、 このよ

うな考えがすでにあった と見るべきであろう。

8.18意 見書が提 出された直後、起草委員会を

所轄する労働傷兵社会省 から改めて組合外代表

の是非 についての意見 を求められたVGCLは 、

次のよ うに返答 していた。VGCLは 、資本主義

国では、複数の労働組合があ り、また組合未加

入 の労働者 の権利利益を代表 し擁i護するための

組織 も必要であるとしなが ら、「しか し、現在

我 が国には、ひ とつの労働組合 しか存在 しない。

従って、労働者 が代表を選出す るよ う組織す る

ことは必要なのだろうか?も しこのように、ベ

トナムの労働組合にまだ加入 してお らず、又は

加入する気 のない労働者 の権利 を守 るために、

彼 らが代表者を選出す る権利 を拡大する必要が

あるな らば、そのような労働者が要求 した場合

に、労働組合執行委員会が、彼 らの代表者 の選

出の機会 を組織すればよい。彼 らが、労働組合

組織に充分な代表の資格があると認めれば、選

出の必要 はない」(VGCL[1993.8.27])と してい

たのである。

第1期 以 来、労働 組 合 の代表 権 に 関す る

VGCLの 議論 には、一方に労働組合の民主性拡

大、他方 にVGCL傘 下の労働組合 の 「唯一代表

性 」の確保(労 働組合の複数制の拒否)と い う、

二つの重心が確認できる。第2期 の特徴は、ま

ず、引き続 き労働組合の民主性拡大にも重心が

置かれてお り、労働者代表委員会の規定 を支持

し、また組合外代表の規定に沿った1990年 労働

組合法の改正にも言及 していることである。他

方、組合外代表問題 を、組織 内の問題 として内

部化 し労働法には同規定を盛 り込まない とす る

主張の萌芽 もみ られ るこ とか ら、第2期 は、

VGCL傘 下の労働組合の 「唯一代表性」を主要

な重心 として展開する第3期 への、過渡期 と位

置づけることができる。

ところで、ス ト権行使 にかかわる労働組合の

代 表 権 につ い て、8.18意 見 書 の 段 階 で も、

VGCLは 意見を述べていない。

最後 に、労働組合 の権限について見ておく。

8.18意 見書は、使用者 による労働契約破棄の問

題 に集 中していた。先に1990年 労働組合法は、

国営企業、行政機関を念頭に、使用者 による一

方的な労働契約破棄 には、労働組合の同意 を必

要 とす るとしていた。すでにみたた ように、第

5次 草案までの修正では、経済セクター別規定

を統一 し、労働契約破棄の最終的な決定権 を使

用者 に与えていた。VGCLは この修正について、

1990年 労働組合法制定以降の変化(市 場経済化

の進展 を指す)に適合 してお り、受 け入れ られ

るとした。 さらに労働組合法 の修正 もありうる

との柔軟な姿勢 も示 した。

III.3.下部組織からの意見集約 とVGCLの 姿勢の

転換

III.3.(1).下部組織か らの意見

ここで、1993年 末か ら1994年 前半にかけて、

VGCLの 下部組織 か ら集 め られた労働法草案へ

の意見についてま とめる。 ここで下部組織の意

見を重視す るのは、下部組織 の労働組合幹部の

意見が、本稿が扱 う、労働組合の代表権、労働

組 合 の権 限 につ い て、 第5次 草案 に対 す る

VGCL本 部 の意見よ りさらに徹底 してお り、続

くVGCLの 姿勢転換は、これ ら下部組織 の意見

に同調す る形で行われてい るか らである。

1993年7.月 に第5次 草案 が起 草 され ると、

VGCLは 、翌8.月 上旬か ら、同草案 と関連資料

を、地方組織や産別組織 に送付 し、意見を上げ

るよ う求 めていた(VGCL[1993.8.2])。 この意見

集約 は11Aま でに返答が集 められ、VGCL経 済

社 会政策委員 会 か ら同議長 団(8)に報 告 され た

(VGCL[1993.11.17,1993.11.26])。 ま たVGCLや

地方組織、産別組織 は、労働傷兵社会省 とも連

携 しなが ら、労働組合幹部、労働傷兵社会省の

行政官、経営者や弁護士が参加す る公聴会 を開

催 し、意見の取 りま とめを図っていた。
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労働組合 の下部組織か らの意見は、総 じて草

案 に批判的であった。 これ らの批判は、第一に

労働者 の権利利益の増進 を図る立場か らのもの

だった。労働法草案 は、労働契約、賃金、労働

時間、女性や青少年への保護措置などについて

も規定 していたわけだが、下部組織の幹部は、

労働者 の権利水準が低 く、使用者 に有利な内容

になっていると批判 していた。第二は、本稿で

扱 ってきた二つの論点に関連 したものだった。

以下、後者 の二つの論点に対す る、下部組織の

意見をまとめてお きたい。

まず労働組合の代表権についての代表的な意

見は、1994年4H上 旬に、地方組織であるホー

チ ミン市労働連合が主催 した公聴会においてみ

られ る。 この会で、ある労働組合議長 は、組合

外代表について、労働組合が労働 問題 の解決に

参加する唯一の労働者代表であるとし、労働者

を代表す るふたつの組織の存在は、競争 と矛盾

を引き起 こし、使用者によって労働者 の分断を

図 られる危険があるとした。 同会議では、同氏

に賛同す る多 くの意見が出され、ホーチ ミン市

労働連合の幹部 らは、組合外代表の規定の削除

を求め、労働組合のある職場では、労働組合が

唯一の労働者代表であることを明記するべきと

の意見を出 した(Lao Dong[1994.5.19a])。1993年

11.月に取 りまとめられた下部組織からの意見で

も、多数は、組合外代表を認 めない としていた

(VGCL[1993.11.17])。

他方、労働組合の未設立の場合の労働者代表

委員会の設立については、上述のホーチ ミン市

労働連合主催の会では、多 くの意見が賛成 で一

致 していたが、同委員会の活動 を指導す る者、

労働組合 との関係な どについて、よ り明確 な規

定が必要であるとした。1993年11.月 に取 りまと

め られた意見においても、労働者代表委員会の

指導は労働組合が行 い、6ヵ.月 後には労働組合

を設立す るなど、同代表委員会 を、労働組合上

部組織の指導下にある、暫定的な組織であると
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明記す るよう求める意見が出ていた。

次に労働組合の権限について、下部組織の労

働組合幹部 は、VGCLよ りさらに広範に求めて

いた。例えば使用者 による労働契約破棄の際の

労働組 合の 関与 につ いて、VGCLは 、「労働組

合 の意見を参考にす る」 とした第5次 草案への

歩み寄 りを見せていたが、下部組織の幹部か ら

は、使用者 に寄 り過 ぎる との批判、使用者の労

働契約破棄 には労働組合の同意を必要 とす ると

求める意見が確認できる。 このほか、労働契約

の内容 に対する労働組合 による監督や、就業規

則 を制定す る際の労働組合か らの同意 など、職

場内での労働組合の権限強化 を求める意見が出

されていた(VGCL[1993.11.17],Lao Dong[1994.

5.3])。

lll.3.(2).国会第4会 期直前のVGCLの 姿勢の転

換

本節第2項 で検討 したよ うに、第5次 草案に

対す る8.18意 見書 は、総 じて草案 に肯定的で、

1990年 労働組合法改正の可能性 さえ示 していた。

しか しこの意見書が提出 された後 に、VCGL本

部へ と続々 と上げられた下部組織の意見は、上

記 のように草案 に批判的であった。そのような

批判的な意見は1994年 に入ってか らもラオ ドン

紙 を通 じて引き続き現れていた。 これ を背景に、

国会第4会 期 が開会 され る直前の12.月初 め、突

如VGCLは 労働法草案に対す る肯定的な姿勢を

転換 した。

VGCLの 姿勢の転換は、まずVGCL[1993.12.2]

(以下12.2文 書)に み られ た。 同文書 は、VGCL

議長団か ら、労働組合幹部兼任の国会議員 に宛

てて送付 された。 当時国会 には、VGCL議 長の

グエ ン ・ヴァン ・トゥのほか、VGCL本 部役員

な ど、労働組合幹部で もある国会議員 が14名 い

た。12.2文 書は、 これ らの国会議員 向けに、労

働法草案 に対するVGCLの 基本的姿勢を示 し、

国会審議において協力を求めることを意図 して



いた。

まず12.2文 書における基本的考え方は次 の四

点である。第一に、1990年 労働組合法の規定を

尊重 し、労働組合が設立 されているところでは、

労働組合 を労働者の代表 とするとい う以外 の規

定は設 けないこと。労働組合未設立の場合 、労

働組合上部組織 と地方労働行政機 関の指導下に、

労働者代表委員会 を設立す るが、同組織はあく

まで暫定的組織であること。 これ らの観点は、

労働組合の複数性 を回避す るための基本的原則

であること。

第二に、労働組合 の権限について、使用者に

よる労働契約破棄のほか、賃金政策な ど労働者

の権利利益 に関す る政策に対 して、予め労働組

合 が関与 しなければならないこと。

第三に、労働者の権利 と義務について、草案

が労働者の権利擁護 に偏ってお り使用者の権利

に配慮がないとい う批判は的外れで、いずれの

市場経済国でも、労働法の目的は労働者の権利

を守 る点にあること。

第四に、多セクター市場経済においては、正

当な権利 を侵害 された労働者 が最後の手段 とし

てス トライキを起 こす権利は認め られなければ

な らない こと。但 し労働組合 は、そのス トが法

律 に則 って正 しく行 われるように、組織者 とな

らなければならないこと。

以上の基本的考 えから、本稿が扱っている二

つの論点すべてについて、VGCLの 姿勢 の転換

が確認 できる。 まず、労働組合の代表権につい

て、再び1990年 労働組合法の原則 を重視 し、同

法の改正 もあ りうるとした姿勢 を翻 している。

さらに12.2文 書の具体的提案 の部分に及べ ば、

組合外代表に関 して次のよ うに提案 している。

労働組合員 が多数 を占めていない場合で、労働

者 からの要求があれば、労働組合の執行委員会

は、同執行委員会に参加す る代表者を補充選出

する機会 を設ける。但 し同選 出にいずれの上部

組織の公認 も必要ないと。第5次 草案 における

組合外代表 に対す る曖昧な態度か ら、同問題を

末端労働組合の組織 内部の問題 として扱 うとい

う明確 な態度へ と転換 している。 また、ス トに

ついても、ス トの組織者 として労働組合を位置

づけるよ うにな り、 ここに至ってVGCLは 、草

案が、ス トの組織主体を労働組合のみならず労

働者集団 としていたことについて、初 めて問題

とした。

労働組合 の権限について も、第5次 草案 に対

する意見書 までの控 え目な主張か ら、労働組合

の関与権限を広範に要求す る姿勢 となっている。

ここでは具体的な条項に対す る意見を詳細には

触れないが、VGCLが 労働組合 による事前の関

与を要求 した領域は、国 レベルの政策 から職場

レベルの施策に広 く及んでいた。

VGCLは 、国会開会後、労働法の審議 の直前

に も、上記 の労働組合幹部兼任 の国会議員 を

VGCL本 部 に集 め、再度VGCLの 見解 を確認 し、

国会審議に積極的に関与す ることで意思統一を

図っていた(Lao Dong[1993.12.23])。

III.4.国会第4会 期と立法スケジュールの変更

VGCLの 内部文書 によれ ば、国会常務委員会

は、12月 の国会第4会 期 に先立つ1993年9月 の

会議において、同11Hに 国会議員 に新草案 を送

付 し、国会開会 に先立 って幅広 い意見聴取(大

衆討議)を 行 うために、草案 の完成 に取 り掛か

るこ とを決定 した と され てい る(VGCL[1993.

9.24])。 しか し結局、予定 され ていた草案の公

開も大衆討議 も行われず、前年に採択 された立

法プ ログ ラム通 りの労働法 の採決 も行 われな

かった。国会では、新たな立法プログラムが採

択され、労働法の成立は、1994年 前半の国会第

5会 期 に 持 ち越 され た(Quoc hoi[1994:902-

905])Q

残 されてい るVGCLの 内部文書 か らは、国会

第4会 期 直前の12.月初 めに翻 されたVGCLの 意

見が、政府 ・起草委員会や国会常務委員会 に予
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め通知 されていたかは確認できない。 しか し、

本稿で第2期 とした時期は、労働法草案に対す

るVGCLの 姿勢転換 と、労働法制定の半年延期

とい う形で終わったのである。

IV.第3期(1994年)=VGCLに よ る 労働 法 草

案 修正 キ ャンペー ン と労 働法 の成 立

IV.1.1994年3月 国会常務委員会の決定

12月末に国会が閉会 され、翌1994年2.月 前半

に、新たな草案 が起草 された。修正の焦点は、

本稿で扱っている二つの論点以外にあった。 こ

の修正の後、国会常務委員会は、3Aの 定例会

議 を労働法草案の議論にあてた。同会議では、

草案に対する国会議員か らの意見 と第4会 期で

の議論をま とめた報告が行われ、両報告に基づ

いて議論が行 われた(Lao Dong[1994.3.15])。 同

会議の内容を以下簡単に整理する(VGCL[1994.

3.10,1994.3.11])o

労働組合 の代表権 について、草案の規定では

複数の労働組合を誕生 させかねないとの懸念 も

表明されたものの、常務委員 の多数は草案 の規

定で充分 とした。また労働組合の権限について、

草案は合理 的又はそれ以上であ り労働組合 の権

限をこれ以上押 し出す必要はない との意見が出

され、国会常務委員会はこの意見に沿って、草

案 を修正 しない と結論付けた。 これ ら結論 を受

けて、同委員会は、大衆討議 に付 して速や かに

国会議員に送付す るために、起草委員会 ととも

に草案の最終調整 をす るよ う、下部機 関に指示

した。

この指示 に基づ き4月10日 に大衆討議の開始

が宣言 され、4月12日 付のラオ ドン紙において

草案の全文が公 開された。 当然、同草案は、上

記 の常務委員会の結論に沿った内容であった。

大衆討議 とは、論争 的な国家政策に対 して大衆

的な議論の場を設定 し、一般大衆から広 く意見

を吸い上げることで、政策決定における民主性

を確保 しようとい う理念のもとに行われ る。 し
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か し実際の大衆討議 は、ほぼ大枠の固まった政

策 の一般大衆への周知を図 るとい う性格が強い。

労働法制定についても同様で、国会第5会 期で

の成立が視野に入った段階で初めて、草案の全

体がメデ ィアで公開されたのである。

以上の ように国会第4会 期 の閉会後、1994年

2.月か ら5.月 にかけて、国会第5会 期(同年5

月開会)で の成立に向けた、労働法草案の最終

調整が進め られていた。

IV.2.VGCLに よる労働法草案修正キャンペーン

1994年 に入 り、VGCLは 、前述の国会常務委

員会の会議 に先立っ3月 初め、同委員会に宛て

て、正式な意見表明を行っていた(VGCL[1994.

3.5])。その内容は、前年12Hの 姿勢転換をよ り

徹 底 させ た ものだ った。 この意 見 書 の 中で

VGCLは 、以前 は草案 の精神 を承認す る意 見

だったが、多 くの側面を検討 した結果、1990年

労働組合法 の精神を守るために、草案 を修正す

る立場 に転換 した と率直に述べてい る。その う

えで、VGCLは 具体的修正内容 を次の ように提

起 した。

まず労働組合の代表権 について、意見書は、

労働組合がある場合、労働組合が労働者一般を

代表 し、非組合員の代表 を補充選 出す る必要は

ない とした。その理 由として、労働組合が労働

者か ら信任 を得 られ るかは労働組合 自身が奮闘

する問題であ り、草案のよ うな組合外代表 を選

出する とい う規定は、労働組合の威信 を減 じ、

労働組合の複数制に結びつ くものだ と主張 した。

また労働者代表委員会について、労働組合未設

立の職場での必要性 を認 めつつ、次の条件 を付

けた。第一 に、代表委員会の設立の任務を労働

組合上部組織に与え、労働行政機 関の承認 は必

要 としないこと。第二に、代表委員会 は、労働

組合が労働者を結集するための、暫定的な一形

態に過 ぎない こと。続けてVGCLは 、政府の賃

金政策 など国レベル の政策の他、職場 内での解



雇や規律処分な ど、労働者の権利利益に関わる

問題への労働組合の関与権限を、よ りはっき り

と規定すべきとした。

しか し、上述 したよ うに、国会常務委員会の

会議では、VGCLの 意見はほとん どと り入れ ら

れなか った。同会議 にVGCLを 代表 して出席 し

ていた トゥ ・レーは、同会議の内容 をVGCL本

部に報告 した文書の中で、次のように憤慨 をあ

らわに していた。 「国会常務委員会は、も うこ

れ以上再検討することはなく、小委員会に委任

して構わない としたのだ!」(感 嘆符原文ママ)

(VGCL[1994.3.11])。

草案はその後、国会常務委員会の指示 したス

ケジュール に沿って公開 され、大衆討議に付 さ

れ たわ けだが、 その 草案 公 開 は、皮 肉 に も

VGCLの 機 関紙であるラオ ドン紙 において行わ

れた。労働法草案の公開に際 して、労働政策に

深 い関わ りを持つ労働組合の機関紙が利用 され

ること自体は意外なことではない。 しかし、当

時、起草委員会 ・国会常務委員会 とVGCLと の

間に、草案 をめ ぐり意見対立があった状況下で、

ラオ ドン紙 は、大衆 討議 の機 会 を利用 して

VGCLが 主張を宣伝す る舞台 として浮上 した。

VGCL内 で労働法制定問題 を取 り仕切 ってい

た トゥ ・レーは、ラオ ドン紙で草案が公開 され

たのと同 日、同 じくラオ ドン紙上に解説記事を

寄せ た(Lao Dong[1994.4.12])。 その内容 は、労

働組合幹部をは じめ とした読者に草案 の問題点

を示 し、議論に積極 的に参加す るよ う促す もの

だった。 この記事の後、ラオ ドン紙では 「労働

法の研究」 と題 した連載記事をは じめ として、

労働法に関す る記事が続 けて掲載 された(9)。そ

の内容は、1993年 末の転換 を経て1994年 に決定

的 となったVGCLの 新たな見解に沿い、テーマ

別 、逐条的に、労働法草案の問題点を指摘 し、

修正を求めるものが大半を占めた。

このよ うにVGCLは 、大衆討議 の機会 を利 用

して、 自らの見解の正当性 をその機関紙 を通 じ

て主張 し、労働法草案に対す る修正キャンペー

ンを行 ったのである。筆者は、1994年 初めか ら

国会第5会 期が開催 され るまでの時期 について、

労働法制定に関す る記事を掲載 しうる他紙 を確

認 したが、管見の限 り、主要 メディアにおいて、

ラオ ドン紙が労働法草案への論評の舞台をほぼ

独 占していた とい うことができる。

IV.3.5.10最 終意見書

ラオ ドン紙上での労働法草案修正キャンペー

ンを通 じて 「世論」工作をしなが ら、5H9日

に、VGCLは 最終意見書をま とめ、翌 日に国会

常務委員会、起草委員会等に送付 した。同意見

書は、大衆討議の開始に合わせて再度行われた

意見集約 も踏まえたものである。その主な内容

は、3.月 のVGCLの 見解 を逐条的 に徹底 させた

ものである。以下箇条書きで、労働組合の代表

権、労働組合の権限に関わ る修正要求について

あげてお く(VGCL[1994.5.10],Lao Dong[1994.5.

19b])。

① 各条項 にある 「関係す る各代表」、「労働者

の各代表」、「関係す る各方面」 といった代

表 の主体が曖昧な表現は、 「ベ トナ ム労働

総連合」 と明記する。

② 労働組合が存在する職場では、組合員の多

少 にかかわ らず、労働組合が職場全体の労

働者 の代表 である。 「労働組合 があるとこ

ろでは、 労働組合 執行委員会 が代表 であ

る」 とだけ規定 し、組合外代表の規定は削

除す る。

③ 労働組合未設立の場合の労働者代表委員会

設 立にっいて は、1)労 働行政機 関が労働

組合 地方組織 と協力 して設立 を指導す る、

2)代 表委員会は暫定的なものにす ぎない、

3)代 表委員会は労働組合 の地方組織の指

導下に活動す ると明記す る。

④ 法定最賃や職業病 目録の決定に際 して、政
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府 はVGCLの 同意を必要 とす ると修正す る。

⑤ 賃金テーブル、重労働 ・有毒環境業務 目録

の決定 に際 して、政府はVGCLの 意見 を参

考にすると修正す る。

⑥ 政府 は、VGCLと の問で、労働政策 の諸問

題 に関す る合意文書を、毎年取 り交わす と

する条文を加 える。

⑦ 使用者 による労働契約破棄に際 して、使用

者 は労働組合の同意を必要 とす ると修正す

る。

⑧ 職場内での賃金算定法、遅配、賞与の決定

に際 して、使用者は労働組合 と交渉、意見

交換 す ると加 える(草案 には、就業規則、

規律処分の決定の際の労働組合の関与だけ

規定 されていた)。

最終意見の 目新 しさは、ここでVGCLが 「同

意権(quyen thoa thuan)」 とい う新たな概念 を持

ち出 して、これ と 「意見参加(tham gia y kien)」

とを使い分けつつ、政府 の労働政策、職場 内で

の使用者による労務管理上の施策に対 して、各

レベルの労働組合が関与す る方法 として、系統

的に条文に盛 り込んだことである。

IV.4.国 会第5会 期での労働法の成立

国会第5会 期は5.月26日 に開会 された。労働

法の集 中討議 の中で、VGCL議 長 グエ ン ・ヴァ

ン ・トゥは、新たに 「労働組合があるところで

初 めてス トライキができる」 とい う新たな主張

を行い、VGCLと その傘下の労働組合には、ス

トライキを指導す る責任 を引き受ける力量があ

ると強調 した(Lao Dong[1994.5.31])。 ここにき

て初 めて、VGCLは 、ス ト権行使 の代表権 を、

労働組合に限定す るとの見解 を示 した。

その後国会は、他 の法案の審議を挟みながら

労働法草案 の再修正を試み、6A17日 の最終採

決 の結果、圧倒的多数の賛成 で労働法の最終草

案 を可決 した。VGCLの 最終意見について先に
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箇条書きした項 目は、可決 された労働法では次

の通 りになった。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

「関係す る各代表 」、「労働者 の各代表 」、

「関係す る各方面」 といった表現の うち、

労働側代表 を示す箇所はすべて 「ベ トナム

労働総連合」 とだけ明記 された。

組合外代表の規定は削除された。

労働者代表委員会 の名称 は 「暫 定労働組

合」 と修正され、企業設立6ヵ.月 以内に地

方省 レベ ルの労働 組合地方組織 の責任 で、

この暫定労働 組合 を結成す る と規定 され

た。労働者代表委員会に関す る他 の規定は

すべて削除 された。

政府による最低賃金の決定、職業病 目録の

決定 に対す るVGCLの 同意権は認 め られず、

VGCLの 意見 を参考 にす るとい う規定に と

どまった。

賃金テーブル決定に際 してのVCGL意 見の

参考は認め られたが、重労働 ・有毒環境業

務 目録 の決定に際 しては、認 められなかっ

た。

政府 とVGCLと の労働政策 に関する合意文

書取 り交わ しの規定は、認め られ なかった。

使用者 による労働契約破棄に対す る、労働

組合 の同意権 は認 め られ なかった。但 し、

職場 で労使 の意見が一致 しなかった場合、

使用者 は最終決定に先立って労働行政機関

に報告 しなけれ ばな らない とされた。

職場内での賃金支払形態、遅配、賞与の決

定に際 して、使用者が労働組合の意見を参

考にしなければならない とい う規定は、認

め られ なかった。

以上の通 り、労働組合の代表権 に関わる条項

は抜本的に改 め られた。 「暫定労働組合」 とい

う規定は、組合外代表の規定が完全に削除され

るこ とと合わせ て、VGCL傘 下の労働組合以外



の労働者代表が誕生す る余地を完全になくす も

のであった。また、国レベル で労働政策に関わ

る労働側代表 として、VGCLと い う具体的 な組

織名が書 き込まれた。 さらに、ス ト権行使 の決

定主体を 「労働組合又は労働者集 団自身」 とし

ていた条項は、「基礎労働組合執行委員会」(「基

礎 」 とは職場単位 を指す)と修 正 され ることに

よって、ス ト権の保持者 は労働者集団であ りな

が ら、ス トを組織する主体が職場の労働組合に

限定 された。すなわち労働組合が未設立の とこ

ろで、又は労働組合 の意向とは別 に、労働者集

団が独 自にス ト権 を行使す ることはできないこ

とを意味 した。以上のように、労働組合の代表

権 に関わ る諸規定は、VGCLの 最終意見お よび

国会での主張を全面的に受 け入れたものだった。

しか し、VGCLが 新 たに主張 した 「同意権 」

については、いずれの条項においても認め られ

ることはな く、一部 の分野において、VGCL又

は職場の労働組合か ら意見 を求めることが規定

され るにとどまった。

V.1994年 労働 法 制へ のVGCLの 関与 の意 味

と限界

V.1.1993年 末のVGCLの 姿勢転換の背景 と意味

本稿 では、三つの時期に分けて、労働法制定

へのVGCLの 関わ りを検討 して きた。時期 ごと

に変遷す るVGCLの 姿勢 は、ち ょうど1993年11

月の第7回 労働組合大会を前後 したVGCLの 姿

勢 と対応 していた。1980年 代末か ら1990年 代初

めにか けて、「労働組合 の組織 と活動 の刷新 」

とい うのが、労働組合 関係 者 に とって、 ク リ

ティカルな主題 であった。第7回 労働組合大会

を控 えていたVGCLと その傘下の労働組合 は、

ドイモイ政策下の自らの位置づけ、その役割か

ら組織形態に至るまで、理論上 も実践上 も、試

行錯誤 を続 けていた。ベ トナム共産党指導下の

組織であることを大前提 としっっも、かな り自

由な議論が交わ されていた。 しか し、同大会で

VGCLは 、組織内民主主義 を充実 させるのでは

なく、民主集中制を維持 し、組織の結束を固め

ることで、労働者の権利利益 を擁護す る役割を

果 た そ うとす る道 を選 ん だ の で あ る(藤倉

[2009])。

当時のVGCLや その傘下の労働組合の幹部た

ちの念頭に、 ソ連 ・東欧社会主義諸国で起きた、

労働組合の複数化か ら体制崩壊へ と至る政治的

事件があった ことは間違いない。 しか し、労働

組合の複数性を認めない とい う基本原則を、労

働法制定の三つの時期を通 じて保持 し続けなが

らも、他方で、VGCLは 、労働運動にお ける民

主性を どのよ うに充実 させ るか とい う論点も重

視 していた。特に、本稿の第1期 か ら、第2期

が終わ る直前までは、VGCL傘 下の労働組合以

外に労働者代表 を誕生 させ る余地があった草案

に、VGCLは 、比較的肯定的に、柔軟に応 じて

いた。 これ は、第7回 労働組合大会に向けた議

論 における、VGCL内 の議論の 自由度 と対応 し

ていた。

しか し、第7回 労働組合大会において論争の

決着 を見た後、労働法草案 に対す るVGCLの 姿

勢も転換 された。VGCLの 姿勢の転換が、大会

(11月)の 直後(12月)に 始ま った こ とは、充分示

唆的である。大会 を挟 んだ この日寺期に、VGCL

指導部人事 に大きな交代 はみ られ なかった。つ

ま りVGCLの 姿勢 の転換 は、組織的な動揺 を伴

わず速やかに行われていた。重要なのは、労働

法草案に対す る見解 において、VGCL指 導部 よ

り、 地方 組 織や 産 業別 組 織 の幹 部 の方 が、

VGCLの 主張を先取 りしていた ことである。草

案 と労働組合の組織 固め との関係 に一層の懸念

を強めていたのは下部組織の幹部で あった。

VGCL指 導部 は、そ うした下部組織の幹部たち

に押 し上げ られ る形で、労働法草案への姿勢を

転換 したのである。

1990年 代初めのベ トナムの政治状況 において、

保守的な揺れ戻 しがあった とい う分析 がすでに
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あ り、古 田[1996:91-95]は これ を 「保 守バネ」

と表現 している。 ドイモイ直後の民主的政治雰

囲気が、 ソ連 ・東欧の政変 を目の当た りに した

共産党によって、民主的可能性 をかな り狭 めた

形 で決着 をつけ られたのである。古 田の議論で

重要なことは、そのよ うな保守的な流れが、党

最高指導部内の一部の保守的な人々だけでなく、

穏健改革派的人々も含めて、当時のベ トナム政

治状況において広 く共有 されていたとい う点で

ある。労働法草案 に対 してVGCLが 姿勢転換を

行 うに至 る構図は、まさに古田の言 う 「保守バ

ネ」 と同様 の構 図であった。ベ トナム共産党内

部の論争 と決着を後追いす る形で、労働組合の

下部組織に共有 されていた保守的な雰囲気 が、

VGCL指 導部の姿勢転換 を促 したのである。

V.2.1994年 労働法の成立と労使関係の変質

労働組合 の代表権 と権限とい う二つの論点は、

前者が労働者を代表す る主体に関す る問題 であ

り、後者が労働者 を代表 してその権利利益 を擁

護す るための手段に関する問題である。両論点

は、広 く捉 えた場合 の社会 主義 的労働組合 の

「代表(制)」 の二っ の柱 である。 現存 した社 会

主義国家の労働組合 は、一般 的に、民主集 中制

を採用 し、唯一のナシ ョナルセ ンター とその傘

下の労働組合のみが労働者 を代表す るとい う体

制をとってきた。同日寺に、少 なくとも理念的に

は、社会主義的労働組合は、労働者を代表 して

企業又は政府の政策 に関与するとい う権限も与

えられていた。

統制経済から市場経済への経済体制移行期の

初期にあたっていた1994労 働法制定に際 して、

労働組合の代表権に関するVGCLの 主張は、ス

トライキの組織主体を労働組合に限定す るとい

う主張も含 めて、全面的に1994年 労働法に反映

された。他 方で、労働組合 の権 限 につい て、

VGCLの 主張は、その広 さ(権限 の及ぶ範 囲)と

深 さ(権限の強 さ)についても、限定的に しか受
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け入れ られ なかった。す なわち、労働者を代表

する主体に関して唯一性 を保持 しなが らも、労

働者の権利利益 を擁護す るための手段 について、

労働組合 に よる制度 的規制 手段 が担保 されな

かったのである。広 さと深 さを伴 った労働組合

の関与 とい う概念は、1994年 労働法において否

定された。 これ は、社会主義的労働組合の 「代

表(制)」 の、従って社会主義的な労使関係の、

決定的な変質を意味する。1994年 労働法制定に

よって、VGCLと その傘下の労働組合には、労

働者を代表する責任だけが残 された。すなわち、

VGCLは 、代表権 に関す る自らの主張を通す こ

とにより、職場 内の労働運動 の民主化 と、労働

組合未設立の職場における労働者組織化、お よ

び労働者集団の実力行使 を管理す る課題を、 自

らの組織体系内部の問題 として引き受 けたので

ある。

ソ連 ・東欧の労働運動の動 向を注視 していた

ベ トナムの労働組合 は、労働組合の複数制 によ

る組織分裂 によって労働運動 の混乱、引いては

政治的混乱 を警戒 していた。 当時の政治的背景

か らみ ると、共産党指導下 にあるVGCLの 傘下

で一元 的な労働組合 体系を維持 しよ うとした

VGCLの 主張は、傘下の労働組合 の幹部 のみな

らず、国会 の賛意を得 られ る主張であった。わ

ずか14名 の労働組合幹部兼任 の国会議員に代表

されたVGCLの 意見が、多数の国会議員 の政治

的意識 と合致 していたのである。

他方で、労働者の権利利益 に関す る事項へ労

働組合が関与す る権限は、元来は、 ドイモイ政

策 を受 けた国営企業への経営 自主権付与 と並ん

で、生産管理への労働組合の関与を挺子に、国

営企業における民主性をいかに実現す るのか と

い う、国営企業改革 の文脈で議論 されていた。

この文脈の延長であれば、労働法制定は、1990

年労働組合法で一般的に規定された労働組合の

権限を、労働法の各項 目において具体化又は強

化することが課題 となるはずであった。 しか し、



労働法制定議論が本格化す るわずかの間に、共

産党 ・政府 の経済路線は、 さらに市場経済化へ

と傾斜 し、労働法制定に求め られたのは、国営

企業のみな らず、市場経済化 を前提 としたすべ

ての職 場の労使関係 を律す る法制 であった。

従 って、労働者 の権利利益に関する事項の決定

に労働組合 が関与するとい う課題 は、市場経済

化 を前提 とした職場一般 において どのよ うに規

定す るのかの問題 となっていたのである。そ し

て、VGCLの 最終意見において提起 された、広

範 で強力な労働組合 の権限は、国会の賛意 を得

られず、逆に、政府機関の労働政策に関す る裁

量を確保 し、企業の経営権 を尊重す るよ り市場

=自 由主義的であった、政府 ・起草委員会案が、

国会の賛意を得たのである。

こ うした、政治的要請(労働運動の統一)と 政

策 的要請(市場経済化)のずれが、市場=自 由主

義的な体裁 をとっているベ トナムの労働法にお

いて、斉藤[2007]が 労働組合 の 「唯一代表性 」、

「一般代表性」 と名付 けた、特殊 な法理論が合

わせ持たれる起源 となったのである。

なお、1990年 労働組合法か ら1994年 労働法制

定までに、政策決定関係者の問題 関心がより市

場経済化へ と変化 した国際的背景 として、政府

とIMF・ 世銀 との 関係 が指 摘 でき る。IMFは

1989年 からベ トナム政府への政策対話 ・助言を

強化 してお り、1994年 に初めて、IMF・ 世銀が

それぞれ構 造調整貸付 を提供 して いる。石川

[1999:23-24]は 、ベ トナム における1990年 代末

までの改革プログラムには、ベ トナム政府 自身

が、経済危機か ら脱 出する方法 として採用 した

自由放任的政策 と、IMF・ 世銀 から外圧的に与

えられた自由化 ・市場経済化政策が混在 してい

ると指摘 している。政府 ・起草委員会による労

働法草案に見 られ る市場=自 由主義的な性格は、

IMF・ 世銀の貸与に付帯す る政策改定条件 に含

まれ る、国営企業改革 との関連が強いよ うに思

われ る。史料的制約 により、労働法案起草 とそ

の後の修正 に際 しての、政府 ・起草委員会側の

意図を裏付 ける分析ができる段階にはない。そ

のよ うな分析が可能 となれば、経済体制移行期

の初 期 にお け る、 国 内政 策 立案 者 の意 図 と

IMF・ 世銀等の国際機関の政策 との関係 を、実

証的に明 らかにす ることができる と思われる。

V.3.1994年 労働法制定後のVGCLの 役割の法的

限界～むすびにかえて～

1994年6月 に成立 した労働法は、翌年1.月1

日よ り施行 された。 しか し、その後の労使 関係

は、特に外資企業をはじめとした民間企業にお

けるス トライキの増加 とい う形で緊張を深刻化

させてい る。 これ らのス トのほとん どは、労働

法の法的手続きに拠 らない、労働者による非合

法な山猫ス トの形を とっている。 これ らの紛争

に対 して、斉藤[2007:26-30]も 指摘 してい るよ

うに、労働組合 は、法的に規定 された 「唯一代

表」 「一般代表」の役割 を充分果たす こ とがで

きないでいる。 このことは、1990年 代 を通 じた、

民間企業での組合組織率の低迷 と相まって、 こ

れまで国営企業を中心に労使 関係 を統合 してい

た、VGCL傘 下の既存労働組合の影響力 が、及

ばない領域が広がっていることを示唆 している。

ベ トナムでは、ス ト権 も含めて労働者 の権利を

定めた1994年 労働法 において、労働組合の自主

設立を制限 したために、市場経済下の労働者の

エネル ギーは、法認 ・管理 されない法制度外の

領域へ とあふれ 出て しまっているのである。

また、労働法制定過程 において、VGCL側 が、

労働政策策定への強い権限を得ることができな

かったため、その後、政府機 関の労働政策 に対

する発言力 にも限界があった。特に、外資企業

の法定最賃 の問題において顕著であ り、再三の

VGCLか らの要求にも関わ らず、労働法制定後

1990年 代を通 じて、政府 は外資系企業の法定最

賃を引き上げなかった。制度的規制を挺子に、

労働者の権利利益 を向上 させ ようとす るVGCL
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の役割 も、充 分果 たす こ とが でき ないで い る。

1994年 労 働 法 は、そ の後 、2002年 に 部 分改 正

を行 っ てい るが、 労働組 合 の代 表権 を め ぐる労

働 傷 兵 社 会省 と、VGCLの 意 見対 立 は続 いて お

り、VGCLは 引 き続 き、 「唯 一 代 表 性 」、 「一 般

代 表性 」 の維持 を主張 して い る(斉 藤[2007:163-

165])。 他 方 で、1990年 代 中頃 か ら、VGCLは 、

「調和 的労働 関係(quan he lao dong hai hoa)」 と

呼 ばれ る路線 を打 ち出す よ うにな り、社会 民 主

主義的国際組織 などとも連携 しつつ、産業平和

の構築 を図っている。 このよ うにVGCLは 、政

治的にセ ンシティヴな 「唯一代表性」、「一般代

表性」には手を付けずに、労使協調的な労使関

係 を構築す ることで、非合法ス トライキに至る

紛争の種を予防的に取 り除き、共産党の市場経

済化 ・経済成長路線 と調和す る、安定的労使関

係 を目指 しているといえよ う。

註

1.労 働 法への政策的要請が、市場 システムに則 った労使 関係 の法的枠組みの構築であることを、当時、首相を

務めていたヴォ ・ヴァン ・キエ ットが語っている(Lao Dong[1993.12.26])。

2.VGCLの 新 たな方針決定の過程にっいては、藤倉[2009]参 照。

3.1990年4月5日 か ら5月24日 ま での、ラオ ドン紙上の労働組合法改正関連記事 を参照。

4.国 会議員か ら選 ばれた少人数で構成 される常勤機 関のこと。下位法令の制定、憲法 ・法律 ・法令の解釈な ど

強い権限を持つ。法案は、国会が決議 した立法プログラムに沿って政府が起草 した後、国会常務委員会での

事前審理を経て、国会の定例会期の審議へ と提出 されていた。

5.労 働者 のス ト権 を認 めている1994年 労働法は、 これを認めていない改革開放後 の中国労働法 との比較で興味

深い。 しかし、本稿では紙幅の制約により、ス ト権行使の際の代表権の問題に限 り取 り上げる。

6.1991年3月 に草案のたたき台が起草されていることが確認 できるが、原文が入手できず、その内容は明らか

ではない。

7.第2次 草案 については、筆者の調査 においては本文が発見 されず、また得 られた内部文書か らも、いずれの

時期に起草 され、 どのよ うな議論がなされたか不明である。

8.1993年11.月 の 第7回 労働組合大会において、VGCLは 書 記局制か ら議長 団制に組織形態を転換 した。議長団

は以前の書記局 に相 当す る。

9.「労働法草案 の研究("NGHIEN CUU DU THAO BO LUAT LAO DONG")」 は 、1994年4月17日 ～5月17日 の毎

号(週3日 発行)に 掲載 された。
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《Abstracts in English》

The legislation of the 1994 Labour Code of Vietnam was processed between two lines; one was a 

policy line which needed the market-oriented and liberal system of laws suitable for a market economy, the 

other was a political line which pursued conservation of the socialist characters of trade unions.

Then the VGCL and its subordinate unions, which had been under the Vietnam Communist Party’s 

leadership, was greatly concerned about unions’ status as workers’ representatives and empowerment of 

unions.

At first, although the draft was open for alternative workers’ representatives and was rather restrictive 

of unions’ empowerment, the VGCL responded positively to it.  However, confronted by pressures from 

its subordinate unions’ leaders, the VGCL changed its stance and pursued exclusive status of the VGCL’s 

unions as workers’ representatives and more empowerment of unions. As a result, it conducted a campaign 

for amendment to the draft through its official organ.

Finally, the 1994 Labour Code maintained exclusive status of the VGCL’s unions as workers’ 

representatives while it restricted empowerment of unions. Therefore, it meant that the 1994 Labour Code 

nominally declared socialist unions’ exclusive status as workers’ representatives but it refused unions’ 

strong empowerment in the coming market economy.

An Aspect of Industrial Relations under Doi Moi Policy in Vietnam:
The Logic and Activities of the Vietnam General Confederation of

Labour towards the Legislation of the 1994 Labour Code 
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